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Effective reuse of existing buildings has become a social request from global environment problems. In recent years, a number of 

public hotels were closed and sold off on account of the governmental administrative and fiscal reform. This study aims to grasp the 

actual condition and processes of change of building use or management system, and to get information on reusing public hotels 

effectively. As a result of study, we clarified key points for effective reuse and proposed reuse methods of public hotels to suit local 

residents’ needs. 

 

［研究目的及び経過］ 

近年、地球環境問題や省資源・省エネルギー問題等を

背景に建物のスクラップアンドビルドからストックの有

効活用へ大きく方向転換しつつある。建物の長寿命化や

有効利用は今日の社会的命題となり、建物ニーズの変化

等への対応方策として再生や用途変更が注目されている。 

こうしたなか、小泉内閣時代に国の行財政改革の一環

として、また社会的問題としても取り上げられ、現在急

速に整理が進められつつある建物に公的宿泊施設がある。

これらの動きの背景には、公的資金の非効率利用の改善、

郵政民営化等と同様に、民間施設の充実や利用者ニーズ

の変化のなかで公的宿泊施設が担ってきた役割の希薄化

が指摘されている。しかし、施設の立地する地域によっ

ては、依然として観光促進、雇用確保、地域活動や来客

宿泊の受け皿としての役割と期待を担うものもある。 

本研究では、公的宿泊施設の整理、売却等の経緯、実

態を把握し、これら施設の継続的な地域貢献を念頭に置

いた有効利用手法を明らかにすることを目的とする。 

［研究内容］ 
(1)公的宿泊施設の施設種を整理し、現在急速に整理が

進められている施設種を中心に調査対象を選定する。 

(2)公的宿泊施設の事例収集及び現況把握を行う。公的

宿泊施設が社会問題化した時期を挟み、研究着手時

の約 10 年前である 1996 年に存在（経営）が確認で

きた事例を対象とする。 

(3)建物（施設）の所有、経営等に変化がある事例を中

心に、現在の状態に至る経緯、意思決定、建物（施

設）の建築的変更等の実態を調査、分析する。 

(4)施設の地域貢献を念頭に置いた有効利用手法を検討

する。 

［研究結果］ 
(1)公的宿泊施設の施設種の整理と調査対象の選定 

 公的宿泊施設を「一般利用者が利用可能な純粋に民間

では提供しがたい安価な宿泊施設」として捉えると、32

種類が存在し、これらは大きく４グループに分けられる。

このうち現在急速に整理が進んでいる 1)のグループ(13

施設種)を調査対象として選定した。 

1)国系団体が経営の多様な利用者向け宿泊施設：13 種 

2)国系団体等が経営の利用者限定又は屋外型施設：5 種 

3)国系以外の団体が経営又は屋外型施設：6 種 

4)公的団体の共済組合が経営の施設：8 種 

(2)公的宿泊施設の事例収集及び現況把握 

事例収集及び現況把握は、文献調査注１）のほか、各施

設の所管団体、建設主体、運営主体への問い合わせによ

り実施した（一次調査）。一次調査の結果、1996 年時

点から全く変化がみられない「国民休暇村」を除く 12

施設種を対象に、施設の現況、現在に至る経緯、意思決

定等について、土地・建物所有者、経営・運営者等への

アンケート調査を実施した（二次調査）。 

施設の立地は概ね大都市圏を外れた地域に多く、リ

ゾート地の観光促進や地方都市の地域振興を目的に設置

されている。施設構成は、保養や健康増進、地域貢献を

念頭に民間経営では成立が難しいスポーツ施設等、多様

な施設を有するものが多い。一方、宿泊室数は民間との

棲み分けのため小規模なものが中心で、経営効率の低い

形態の施設が少なくない。また 1980 年以前に竣工した

旧耐震基準設計の事例が半数程度を占め、これが大規模

改修を行う際の大きな障害になることが予想される。 

現況を「宿泊施設継続」「用途変更」「遊休化」

「更地」「建替え」の５種類に分類すると、全体では

「宿泊施設継続（変更なし）注２）」が 37%に留まり、か

なり整理、変更が進んでいる様子がうかがえる。 

「用途変更」事例の現況用途をみると、高齢者福祉

施設と教育・研修施設が多い。前者は建物形態が比較的
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近いこと、後者は立地やスポーツ施設を有する事例で共

通性が高いことの影響と考えられる。 

(3)現在の状態に至る経緯、意思決定、建物（施設）の

建築的変更等の実態 

a)土地・建物所有者等の主体の変化 

 土地・建物所有者は「全体」では竣工時には国が最も

多かったが、現在はこれが減少し、民間企業・個人が増

加している。この傾向は特に「宿泊施設継続」「更地」

で顕著である。一方「用途変更」は現用途との関連の強

い主体による取得が進んでいる。 

経営者、運営者は、竣工時には国系の特殊/公益法人が

多いが、現在は土地・建物の購入に併せ、あるいは国や

県・市町村所有の土地・建物に対する指定管理者の形で、

民間企業・個人が経営や運営を行う例が多い。 

b)建物取得の経緯 

 変更・閉鎖の主な理由は、旧施設の所有/経営/運営母

体の方針や行財政改革であり、公的宿泊施設自体の経営

悪化や建物の老朽化は大きな理由とはなっていない。 

 建物取得の経緯・判断では「周辺環境がよい」「建物

の状態が良い」といった不動産価値の評価が最も多く、

「元所有/経営/運営母体からの売却の打診」「市町村な

ど行政側からの売却の打診」の外的要因、「地域の衰退

防止」「地域雇用の減少防止」の地域貢献に関わる意識

も挙げられている。 

c)建築的な変更（大規模な修繕・改修）実態 

 「宿泊施設継続」では「行っていない」が半数を占め、

修繕・改修を行った場合でも外装には手をつけず、間取

り、設備・内装に手を入れる程度が中心である。一方

「用途変更」ではその用途に見合った建物とするため、

間取り変更や内装・設備の改修はかなり行われ、修繕・

改修費用が多くかかっている。 

(4)施設の継続的な地域貢献を念頭に置いた有効利用手

法 

宿泊施設として継続利用の場合は、温浴施設や飲食

機能を活かし、小規模な改修で、地元住民の集い・憩い

の場としての利用を目指したコンセプトを打ち出すもの

が多くみられる。日中の施設利用にデイサービスを組み

込み、宿泊客との利用時間帯の相違を活かした施設の有

効活用もみられる。 

用途変更の場合は、建築形態の類似性、高齢化が進

む地域の施設需要から、高齢者福祉施設や医療施設、教

育・研修施設としての利用も進んでいる。この際、各用

途の施設基準への適合と改修費用が判断の鍵となる。 

【補注】 

1）「最新公共の宿 全国版（近畿日本ツーリスト出版部、1996.1）」

「公共の宿（実業之日本社、2006.5）」から事例収集、両時点（1996

年、2006 年）での宿泊施設としての経営（営業）の有無を確認した。 

2）宿泊施設として継続している施設で、土地・建物所有者、経営者、

運営者のいずれかに変更があるものは「宿泊施設継続（変更あり）」、

いずれも変更がないものは「宿泊施設継続（変更なし）」と表記する。 
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表１ 二次調査の配票・回収状況 

調査対

象事例 

配票 回収 有効 

回収率 

(b/a) 

郵送

(a) 

事前

拒否

郵送先

不明 

有効 

(b) 

412 324 48 40 137 42.3％ 

表２ 回答事例の現況 

調査票回収事例（有効）：137 

宿泊施設継続 用途変更 遊休化 更地 建替

102 15 8 11 1 
変更 

なし 

変更 

あり 
<現用途(事例数)> 

高齢者福祉施設(6), 教育・研修施設(4), 

医療施設(2),高齢者住宅(1),事務所(1),工場(1)  

図１ 施設種別（調査対象 13 種）の現在の状況 

図２ 高齢者福祉施設への用途変更の事例

（1階平面） 
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